事業用 定期建物賃貸借 契約書

	賃貸人　
	     
	（以下、甲という）と、

	賃借人
	     
	（以下、乙という）とは、


次のとおり借地借家法第38条に基づき事業用定期建物賃貸借契約を締結する。

Ⅰ．標記

(1)賃貸借の目的物

	 eq \o\ad(所在,　　　　　)
（住居表示）
	     

	 eq \o\ad(名称,　　　　　)
	     
	家屋番号
	     

	 eq \o\ad(種類,　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
店舗・ FORMCHECKBOX 
事務所・ FORMCHECKBOX 
工場・ FORMCHECKBOX 
倉庫・ FORMCHECKBOX 
ビジネスビル・ FORMCHECKBOX 
雑居ビル・

 FORMCHECKBOX 
その他（     ）

	 eq \o\ad(構造,　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
鉄骨鉄筋コンクリート造・ FORMCHECKBOX 
鉄筋コンクリート造・ FORMCHECKBOX 
鉄骨造・ FORMCHECKBOX 
ブロック造・ FORMCHECKBOX 
木造・ FORMCHECKBOX 
その他（     ）

	
	地下     階・地上     階建・     

	 eq \o\ad(屋根,　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
陸屋根・ FORMCHECKBOX 
鋼板葺・ FORMCHECKBOX 
銅板葺・ FORMCHECKBOX 
石綿スレート葺・ FORMCHECKBOX 
瓦葺・

 FORMCHECKBOX 
その他（     ）

	 eq \o\ad(契約対象,　　　　　)
 eq \o\ad(面積,　　　　　)
 FORMCHECKBOX 
壁芯

 FORMCHECKBOX 
内法
	     
	     ㎡
	備考     
     

	
	     
	     ㎡
	

	
	     
	     ㎡
	

	
	合　　計
	     ㎡
	

	 eq \o\ad(付属設備,　　　　　)
	間　　　取
	     

	
	ト　　イ　　レ
	 FORMCHECKBOX 
有･ FORMCHECKBOX 
無
	 FORMCHECKBOX 
専用

 FORMCHECKBOX 
共用
	 FORMCHECKBOX 
水洗・ FORMCHECKBOX 
非水洗・     

	
	 eq \o\ad(浴室,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	 eq \o\ad(冷蔵庫,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(シャワー,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	 eq \o\ad(電話,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(給湯設備,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	 eq \o\ad(備付家具,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(給湯器,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	 eq \o\ad(有線放送,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(照明器具,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	 eq \o\ad(ＢＳ放送,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(ガスコンロ,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	     
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(冷暖房設備,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	     
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	 eq \o\ad(付属施設,　　　　　)
	 eq \o\ad(駐車場,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	 eq \o\ad(エレべーター,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(駐輪場,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	     
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(車庫,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	     
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(物置,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	     
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(専用庭,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	     
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	
	 eq \o\ad(庭園,　　　　　　　)
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無
	     
	 FORMCHECKBOX 
有・ FORMCHECKBOX 
無

	 eq \o\ad(建物所有者,　　　　　)
	     

	
	     
	※賃貸人と建物の所有者が異なる場合等記入

	 eq \o\ad(特記事項,　　　　　)
	     

	
	     


(2)契約期間

	始　　　期
	     年     月     日から
	     年     ヶ月間


	終　　　期
	     年     月     日まで
	


(3)使用目的（事業内容を具体的に記入）

	     


(4)敷金
	敷　　金
	     円
	解約時控除金
	     円


(5)賃料等

	 eq \o\ad(賃料等の,　　　　)
 eq \o\ad(月額金額,　　　　)
	 eq \o\ad(貸料,　　　　　　　)
	     円
	 eq \o\ad(共益費,　　　　　　　)
	     円

	
	駐車場
	 eq \o\ad(自動車,　　　　　　　)
	     円
	 eq \o\ad(町内会費,　　　　　　　)
	     円

	
	
	 eq \o\ad(バイク,　　　　　　　)
	     円
	 eq \o\ad(有線放送,　　　　　　　)
	     円

	
	
	 eq \o\ad(自転車,　　　　　　　)
	     円
	ケーブルテレビ
	     円

	 eq \o\ad(その他,　　　　)
	     
	     円
	     
	     円

	
	     
	     円
	     
	     円

	 eq \o\ad(支払期日,　　　　)
 eq \o\ad(支払方法,　　　　)
	 FORMCHECKBOX 

	上記の賃料等は、毎月末日までに翌月分を下記の方法により支払うものとする。ただし、振込み費用等は乙の負担とする。

	
	 FORMCHECKBOX 

	     

	
	 FORMCHECKBOX 
銀行振込　・　 FORMCHECKBOX 
自動引落　・　 FORMCHECKBOX 
甲へ持参　

	 eq \o\ad(振込先,　　　　)
	     銀行
	     支店
	預金種目

（ FORMCHECKBOX 
普通・ FORMCHECKBOX 
当座・     ）

	
	フ　リ　ガ　ナ
	     
	口　座　番　号

	
	受取人名義
	     
	     


＜緊急連絡先＞

	住　　所
	〒     
	借主との関係

	氏　　名
	     
	℡     
	     


特記事項

	     


Ⅱ．契約条項

（目的及び用途）

第　１　条　　賃貸人（以下「甲」という）及び賃借人（以下「乙」という）は、標記（1）に記載する賃貸借の目的物（以下「本物件」という）について、借地借家法（以下「法」という）第38条に規定する事業用定期建物賃貸借契約（以下「本契約」という）を標記（3）に記載する使用目的として以下の条項により締結する。

（契約期間等）

第　２　条　　契約期間は、標記（2）に記載するとおりとし、期間の満了をもって本契約は終了する。

２　本契約は、前項に規定する期間の満了により終了し、更新がない。ただし、甲及び乙は、協議の上、本契約の期間の満了の日の翌日を始期とする新たな賃貸借契約（以下、「再契約」という）を締結することができる。

３　甲は、第1項に規定する期間の満了の1年前から6ケ月前までの間（以下「通知期間」という）に乙に対し、期間の満了により本契約が終了する旨を書面によって通知するものとする。

４　甲は、前項に規定する通知をしなければ、本契約の終了を乙に主張することができず、乙は、第1項に規定する契約期間の満了後においても、本物件を引き続き賃借することができる。ただし、甲が通知期間の経過後乙に対し契約期間の満了により本契約が終了する旨の通知をした場合においては、その通知の日から6ケ月を経過した日に本契約は終了する。

（賃料等）

第　３　条　　賃料並びに共益費等は、標記（5）のとおりとする。

２　乙は、翌月分の賃料並びに共益費等を、毎月末日までに甲方に持参して支払うか、または甲の指定する標記の金融機関口座へ振込みにより支払うものとする。但し、振込み手数料は乙の負担とする。

３　契約時の1ケ月に満たない賃料等は、1ケ月を30日として日割り計算とする。ただし、退去の際は日割りの清算は行わないものとする。

４　甲及び乙は、次の各号の一に該当する場合には、協議の上、賃料並びに共益費等を改定することができる。

(1)土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により賃料並びに共益費等が不相当となった場合。

(2)土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により賃料並びに共益費等が不相当となった場合。

(3)近傍同種の建物に比較して賃料並びに共益費等が不相当となった場合。

５　賃料等の改定は、下記の通りとする。

	     


（敷金）

第　４　条　　乙は、本契約から生じる債務の担保として、標記（4）に記載する敷金を甲に預け入れるものとする。

２　本契約が終了し、乙が本物件を完全に明け渡し返還した場合、甲は     日以内に前項の乙より受託した敷金より標記の解約控除金を控除した金額を無利息で乙に返還するものとする。但し、乙に賃料等の滞納、損害賠償、その他本契約から生じた債務不履行により債務等がある場合、甲は標記解約控除金とは別途に標記敷金をこれらの債務に充当することができる。この揚合、甲はその内訳を乙に明示するものとする。

３　乙は、契約期間内において、賃料及び、その他の債務等を敷金と相殺することはできないものとする。

４　乙は、この敷金にかかる返済請求権を第三者に譲渡し、他の債務の担保に供してはならない。

（諸経費の負担）

第　５　条　　本物件に対する公租公課その他の賦課金を除き、電気、ガス、水道、電話等の料金、その他本物件の使用により生ずる諸経費は、すべて乙の負担とする。

（修理等）

第　６　条　　本物件の屋根、柱、壁、梁、床等主要構造物の維持保全に必要な修理費は甲の負担とする。

２　本物件内のキッチンセット、給湯器、換気扇、照明器具、排水設備のつまり、畳、建具、塗壁、クロス、カーペット、クッションフロアー、フローリング、浴室内・水洗便所の付属部品等及び風呂の空焚きによる修理取り替え費用は乙の負担とする。

３　乙は、本物件につき修繕を必要とする箇所を発見したときには、速やかに甲へ通知しなければならない。

４　乙は、本物件および諸造作設備の修理を自らの負担において実施する場合であっても、その修理方法についてはあらかじめ甲の書面による承諾を得なければならない。

（免責）

第　７　条　　天災地変、火災、盗難等その他不可抗力により生じた損害について甲乙は互いにその責を負わないものとする。

（遵守事項）

第　８　条　　乙は、善良な管理者の注意をもって、本物件を保全し、使用しなければならない。

２　乙は自己又は乙の従業者等の故意又は過失により、本物件及び設備等を破損、滅失させ損害を与えたときは、その賠償をしなければならない。

（乙の通知義務）

第　９　条　　乙または連帯保証人は、次の各号の一に該当するときは、直ちに書面により甲に通知するものとする。

(1)乙または連帯保証人の住所、氏名、勤務先に変更が生じたとき。

(2)乙または連帯保証人が死亡または破産、解散したとき。

(3)1ケ月以上本物件を使用しない場合の不在期間および連絡先。

(4)出入口の鍵を紛失したとき若しくは取り替えるとき。

（禁止事項）

第 １０ 条　　乙は、本物件の使用に当たり、次に掲げる行為を行ってはならない。

　　　　　　　ただし、下記事項は甲の書面による承諾があればこの限りではない。

(1)本物件を標記（3）の使用目的以外に使用すること。

(2)本物件の増築、改築、改造若しくは模様替又は本物件の敷地内に工作物を設置すること。

(3)階段、廊下等の共用部分に物品を置くこと。

(4)階段、廊下等の共用部分に看板、ポスター等の広告物を掲示すること。

(5)猛獣、毒蛇等の明かに近隣に迷惑をかける動物を飼育すること。

(6)犬、猫その他ペット類を飼育すること。

(7)本物件の出入口の鍵を無断で変えること。

(8)鉄砲、刀剣類又は爆発性、発火性を有する危険な物品等を製造又は保管すること。

(9)大型の金庫その他ピアノ等の重量物を搬入し、又は備え付けること。

(10)配水管を腐食させる恐れのある液体を流すこと。

(11)大音量でテレビ、ステレオ、カラオケ、楽器等の演奏その他の騒音で近隣に迷惑をかける行為。

(12)その他、公序良俗に反する行為。

（貸借権の譲渡等の禁止）

第 １１ 条　　乙は、甲の書面による事前の承諾を得ず、本賃借権を第三者への譲渡及び転貸をしてはならない。

２　乙は、甲の書面による事前の承諾を得ず、乙の事業の権利の譲渡または貸与等を行い、本物件内で第三者に事業をさせてはならない。

（立入り）

第 １２ 条　　甲または甲指定の管理人その他甲の指定する者は、本物件建物の保全、衛生、防犯、防火、救護その他本物件建物の管理上必要があると認められるときはいつでも、乙に通知して本物件に立ち入り、これを点検し適当な措置を講じることができる。

２　前項の規定にかかわらず、非常の場合においては、甲は乙に対する通知なくして前項の行為を行うことができるが、この場合甲は事後速やかに乙に報告するものとする。

３　前2項の場合、乙は甲の措置に協力しなければならない。

（造作等の変更）

第 １３ 条　　乙が本物件の改造、除去等現状を変更しようとするときは、乙は甲に図面等を提示したうえ、甲の書面による承諾を得なければならない。この場合、乙は甲の指定業者または甲の承認を得た業者にこれを施工させなければならない。

２　前項の工事に要する費用は、一切乙の負担とし、退去のとき乙は、原状回復して明渡さなければならない。

（契約の解除）

第 １４ 条   乙が次の各号の一に該当したときは、甲は本契約を解除することができる。

(1)第1条の使用目的に違反したとき。

(2)第3条の賃料の支払を2ケ月以上滞納したとき。

(3)第10条（禁止事項）のいずれか一に違反したとき。

(4)第11条（賃借権の譲渡等の禁止）の規定に違反したとき。

(5)反社会的集団（暴力団、暴走族、過激な団体等）の関係者であることが判明し、またはこれらの団体に加盟したとき。

(6)その他本契約に関し重大な義務違反があったとき。

（契約期間内解約）

第 １５ 条　　乙は、事業の継続が困難となった等やむを得ない事情により、本契約の継続が出来なくなったときは、甲に対して解約の申入れをすることができる。

２　前項の場合、本契約は、解約の申入れの日から     ヶ月を経過することによって終了する。

３　前２項の場合、甲は乙に対して第4条の敷金を本契約が存続した期間に応じて減額した下記金額を控除して返還するものとする。

（1）存続期間が     年末満であった場合

　　　　　敷金の     ％相当額を控除する。

（2）存続期間が     年以上     年末満であった場合

　　　　　敷金の     ％相当額を控除する。

（3）存続期間が     年以上     年末満であった場合

　　　　　敷金の     ％相当額を控除する。

（4）存続期間が     年以上     年末満であった揚合

　　　　　敷金の     ％相当額を控除する。

（契約の終了）

第 １６ 条　　次の各号の一に該当することがあったときは、本契約は終了するものとし、その結果生じた損害について、甲乙相互に損害賠償の請求をしないものとする。

(1)天災地変、火災その他甲および乙のいずれの責に帰すことのできない事由により本物件の全部または一部が滅失もしくは毀損して本物件の使用が不可能になったとき。

(2)法令等公権力の行使、関係官庁の指導等による本物件の収用、取り払い、使用禁止等の事由が発生したとき。

（明渡し）

第 １７ 条　　乙は、本契約が終了する日（甲が第２条第３項に規定する通知をしなかった場合においては、同条第４項ただし書きに規定する通知をした日から6ケ月を経過した日）までに（第１４条の規定に基づき本契約が解除された場合にあっては、直ちに）、本物件を明け渡さなければならない。この場合において、乙は、通常の使用に伴い生じた本物件の損耗を除き、本物件を原状回復しなければならない。

２　乙は、明渡しに際し、乙の費用で本件建物に付加した一切の造作について、甲にその買取を請求することはできない。

３　乙は、明渡しに際し、移転料、立退き料等名目の如何を問わず甲に対し、一切の金銭の請求をすることはできない。

４　乙の明渡し期日の遅延により甲に損害が発生した場合は、理由の如何に拘わらず乙は損害相当額を違約金として甲に支払わなければならない。

（連帯保証人）

第 １８ 条　　連帯保証人は、本契約に基づく乙の一切の債務（甲が第2条第3項に規定する通知をしなかった場合においては、標記（2）の期間内のものに限る）につき乙と連帯してその債務を負うものとする。

２　乙は連帯保証人が資格要件を欠くに至ったときには、甲に通知し甲の認める他の連帯保証人に変更しなければならない。

（再契約）

第 １９ 条　　甲は、再契約の意向があるときは、第2条第3項に規定する通知の書面に、その旨を付記するものとする。

２　再契約をした場合は、第17条（明渡し）の規定は適用しない。ただし、本契約における原状回復の債務の履行については、再契約に係る賃貸借が終了する日までに行うこととし、敷金の返還については、明渡しがあったものとして第4条第2項に規定するところにより清算する。

３　再契約をした場合、甲と乙は改めて法第38条に規定する書面をとり交わすものとする。

（協議事項）

第 ２０ 条　　甲及び乙は、本契約に定めがない事項、または本契約条項に疑義が生じた場合は、民法その他の法令および慣行に従い誠意をもって協議し、解決するものとする。

（管轄裁判所）

第 ２１ 条　　本契約についての紛争処理は、甲の住所地を管轄する裁判所においておこなうものとする。

〔特約条項〕

	     


　　本契約を証するため本書二通を作成し、甲、乙署名押印の上、各々その一通を保有する。

　　     年     月     日

	甲（賃貸人）
	住所
	     

	
	氏名
	     
	印
	℡
	（
	     
	）


	乙（賃借人）
	住所
	

	
	氏名
	
	印
	℡
	（
	
	）


	連帯保証人
	住所
	

	
	氏名
	
	印
	℡
	（
	
	）

	
	 eq \o\ad(勤務先,　　　　　)
	
	
	℡
	（
	
	）

	
	乙との関係
	
	
	
	
	
	


仲介業者

	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(住所,　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(名称又は商号,　　　　　　)
	     
	印

	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	     
	

	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　)
	     

	宅地建物取引士
	 eq \o\ad(氏名,　　　　)
	     
	印

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　)
	     


仲介業者

	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(住所,　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(名称又は商号,　　　　　　)
	     
	印

	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
	     
	

	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　)
	     

	宅地建物取引士
	 eq \o\ad(氏名,　　　　)
	     
	印

	
	 eq \o\ad(登録番号,　　　　)
	     


令和     年     月     日

（賃貸人または管理者）

     殿

（物件名称）     （      階     号室）

（賃借人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

　

鍵等預り証

　本日、本物件の鍵等を確かにお預かりいたしました。

　これらの鍵等は、善良なる管理責任をもって保管し、かつ使用することとします。

　万一紛失または破損した場合は、直ちに貴殿に連絡し、貴殿が新たに取替えた鍵等の交付を受けるものとします。

　この場合、新たに鍵等の取替えに要した費用は、私の負担となることに異存はありません。

　本物件の明け渡しの際、お預かりした全ての鍵等（複製した鍵等があれば、それも含む）を貴殿にご返却いたします。

	鍵の種類
	個　数
	鍵の番号

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     

	     
	     
	     


定期建物賃貸借契約終了についての通知

　　　     年     月     日

　　     様
	 eq \o\ad(主たる事務所,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(名称又は商号,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　)
	     
	印

	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　　)
	     
	

	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(免許年月日,　　　　　　　)
	     


	通知の態様
	 FORMCHECKBOX 
貸主 ・  FORMCHECKBOX 
貸主代理


　     様が貸借されている下記建物について     年     月     日に期間の満了により借地借家法第38条に基づく定期建物賃貸借が終了しますので明渡されるようご通知申し上げます。

記

	建　　　物
	 eq \o\ad(名称,　　　　　)
	     

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　)
	     

	
	 eq \o\ad(備考,　　　　　)
	     

	契約期間
	始　期
	     年     月     日から
	     年     月間

	
	終　期
	     年     月     日まで
	


定期建物賃貸借契約終了についての通知

　　　     年     月     日

　　     様
	 eq \o\ad(主たる事務所,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(名称又は商号,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　)
	     
	印

	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　　)
	     
	

	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(免許年月日,　　　　　　　)
	     


	通知の態様
	 FORMCHECKBOX 
貸主 ・  FORMCHECKBOX 
貸主代理


　     様が貸借されている下記建物について     年     月     日に期間の満了により借地借家法第38条に基づく定期建物賃貸借が終了しますが、期間の満了の日の翌日を始期とする再契約を締結する意向があることを申し添えます。

　なお、下記建物について貴殿が再契約を希望されるか否か、     年     月     日までにご回答下さい。ご回答なき場合又は再契約を希望されない場合には、下記建物を期間満了日までに明渡されるようご通知申し上げます。再契約する場合は、新たに再度文書を取り交わすことになります。

記

	建　　　物
	 eq \o\ad(名称,　　　　　)
	     

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　)
	     

	
	 eq \o\ad(備考,　　　　　)
	     

	契約期間
	始　期
	     年     月     日から
	     年     月間


委　任　状

　　　     年     月     日

	 eq \o\ad(主たる事務所,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(名称又は商号,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　)
	     
	印

	 eq \o\ad(T E L,　　　　　　　)
	     
	

	 eq \o\ad(免許番号,　　　　　　　)
	     

	 eq \o\ad(免許年月日,　　　　　　　)
	     


　上記の者を代理人と定め、借地借家法第38条第2項の規定に基づき書面を交付して下記定期建物賃貸借契約についての説明事項を借受希望者宛て説明する権限を委任します。

	賃貸人（委任者）
	住所
	     
	

	
	氏名
	     
	印

	
	TEL
	     
	


定期建物賃貸借契約についての説明

　下記建物について定期建物賃貸借契約を締結するにあたり、借地借家法第38条第2項に基づき、以下の通り説明します。

　下記建物の賃貸借契約は、更新がなく、期間の満了により賃貸借は終了しますので、期間の満了の日の翌日を始期とする新たな賃貸借契約（再契約）を締結する場合を除き、期間の満了の日までに、下記建物を明渡さなければなりません。

記

	建　　　物
	 eq \o\ad(名称,　　　　　)
	     

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　)
	     

	
	 eq \o\ad(備考,　　　　　)
	     

	契約期間
	始　期
	     年     月     日から
	     年     月間

	
	終　期
	     年     月     日まで
	


上記建物につきまして、借地借家法第38条第2項に基づく説明を受けました。

　     年     月     日

	借主・住所
	

	氏名
	
	印


※賃貸人又はその代理人は、定期建物賃貸借契約を締結する際に本説明書を2通作成し、契約書とは別にあらかじめ賃借人に対し交付し説明した上で、記名押印を受け、賃借人に1通を交付し、1通を賃貸人又はその代理人が保管するものとする。

事業用定期建物賃貸借契約書

     様

公益社団法人　全日本不動産協会　香川県本部

正会員     
